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公立大学法人宮城大学有期雇用職員就業規則  
平成２６年４月１日  

規則第５号  
 

目次  
 第１章 総則（第１条－第４条）  
 第２章 第一種有期雇用職員（第５条－第１３条）  
 第３章 第二種有期雇用職員（第１４条－第１９条）  
 第４章 雑則（第２０条）  
 附則  
 
   第１章 総則  
 
 （趣旨）  
第１条 この規則は，公立大学法人宮城大学就業規則（平成２１年宮城大学規則第３号。

以下「就業規則」という。）第３条第３項に基づき，同項に定める有期雇用職員の就業

に関し必要な事項を定めるものとする。  
 
 （定義）  
第２条 この規則において「有期雇用職員」とは，法人が雇用期間を定めて雇用する者を

いう。  
２ この規則において「第一種有期雇用職員」とは，有期雇用職員のうち，法人の業務に

おいて，特定の専門的な資格又は知識若しくは経験を必要とする業務に，必要な限度に

おいて従事するために雇用するものをいう。  
３ この規則において「第二種有期雇用職員」とは，有期雇用職員のうち，業務上必要と

認められる場合に業務補助として雇用するもの，業務量の時季変動や職員の一時的欠員

のために臨時的に雇用するもの又は技能的業務に従事させるために雇用するものをい

う。  
 
 （適用除外）  
第３条 第二種有期雇用職員のうち，公立大学法人宮城大学業務アシスタント取扱規程

（平成２６年宮城大学規程第１３８号）に定めるティーチング・アシスタント，リサー

チ ・ ア シ ス タ ン ト 及 び ス チ ュ ー デ ン ト ・ ア シ ス タ ン ト に つ い て は ，                             

この規則を適用せず，当該規程の定めるところによる。  
 
 （規則の遵守）  
第４条 法人の使用者及び有期雇用職員は，誠意をもってこの規則を遵守しなければなら

ない。  
 
   第２章 第一種有期雇用職員  
 
 （業務）  
第５条 第一種有期雇用職員の業務は，次の各号のとおりとする。  
 一 国際交流・留学生センターアシスタント  
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 二 カウンセラー  
 三 保健指導員  
 四 司書  
 五 進路指導員  
 六 特任調査研究員  
 七 調査研究員補助  
 八 その他理事長が特に必要と認める業務  
 
 （採用等）  
第６条 第一種有期雇用職員の採用は，公募によることを原則とする。  
２ 第一種有期雇用職員の採用は，予算の範囲内で理事長が行う。  
３ 第一種有期雇用職員の雇用期間は，一会計年度内で定め，必要に応じ更新は妨げない。

ただし，連続する雇用期間は，５年を限度とする。  
 
 （賃金等）  
第７条 第一種有期雇用職員の賃金は，業務の内容に応じて，月又は年を単位として別に

定める。  
２ 前項の賃金は，次の各号により計算するものとする。  
 一 賃金が月又は年をもって定められている場合において，月又は年の途中で採用され，

退職し，若しくは罷免され，又は死亡した場合の賃金は，日割り又は月割りによって

計算する。  
 二 勤務を要する日に勤務しない場合は，その賃金を減額して計算する。  
３ 前項の賃金の計算については，公立大学法人宮城大学賃金規程（平成２１年宮城大学

規程第６６号。以下「賃金規程」という。）に定める職員の例による  
４ 第一種有期雇用職員のうち，１週間の勤務日数が５日とされている者又は１週間当た

りの勤務時間が２９時間以上とされている者には，第１項に定めるもののほか，賃金と

して通勤手当を支給する。  
５ 前項の通勤手当の支給単位期間は，月の初日から末日までの期間とし，当該通勤手当

の額その他通勤手当の支給については，賃金規程に定める職員の例による。  
６ 賃金は，賃金規程に定める職員の賃金の支給日に支払うものとする。  
７ 第一種有期雇用職員には，第１項及び第４項に定めるもののほか，賃金規程に基づき

職員に支給される手当は支給しない。ただし，次条第４項に定める時間外勤務手当につ

いては，この限りでない。  
８ 第一種有期雇用職員には，退職手当は支給しない。  
９ 第一種有期雇用職員に対する費用弁償は，公立大学法人宮城大学職員旅費規程（平成

２１年宮城大学規程第６８号。以下「旅費規程」という。）に定める職員の例によるも

のとし，当該職員の級格付けは理事長が行う。  
１０ 第１項，第４項及び前項の規定にかかわらず，受託事業等により雇用する第一種有

期雇用職員の賃金及び費用弁償については，当該事業の要綱その他の取扱いに準じて別

に定めることができる。  
 
 （勤務時間等）  
第８条 第一種有期雇用職員の勤務時間は，１日７時間４５分以内で，かつ，１週３８時

間４５分以内とすることを原則とし，その割振りは理事長が行う。  
２ 賃金が月額により定められている第一種有期雇用職員について，前項の規定により割
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り振られた勤務日が就業規則第２６条に規定する休日（以下「休日」という。）に当た

る場合には，当該勤務日については，勤務する必要がないものとする。ただし，当該勤

務日に勤務すべき業務に従事する必要がある場合は，この限りでない。  
３ 休日に業務に従事する必要がある場合には，あらかじめ定められた勤務時間等の割振

りを変更することができる。この場合においては，事前に余裕をもって当該職員に通知

するものとする。  
４ 第一種有期雇用職員には，時間外勤務は命じないものとする。ただし，理事長が特に

必要と認め，従事する者が時間外勤務を承諾した場合に限り，時間外勤務を命ずること

ができるものとする。この場合において，所定労働時間を超えた時間数に，賃金規程に

定める職員の例によって算出された１時間当たりの賃金単価を乗じて得た額の時間外

勤務手当を支給するものとする。  
５ 前項に規定する時間外勤務を命ずることができる業務については，別に定める。  
６ １日の勤務時間が６時間を超える場合には，勤務時間中に最低４５分の休憩時間を置

くものとする。  
 
 （休暇）  
第９条 第一種有期雇用職員には，次に掲げる有給の休暇を与える。  
 一 年次有給休暇（労働基準法（昭和２２年法律第４９号）第３９条に定める年次有給

休暇をいう。以下同じ。）  
  イ 第一種有期雇用職員が新たに雇用された場合 その雇用された年度内において，

別表第１に定める日数  
  ロ イに定める職員が，その雇用の日から１年以上継続して勤務し，当該１年間の勤

務を要することとされた日の８割以上勤務した場合 次の１年間に別表第２に定

める日数  
 二 特別休暇  
  イ 選挙権その他の公民としての権利を行使する場合 必要と認められる期間  
  ロ 裁判員，証人，鑑定人，参考人等として国会，裁判所，地方公共団体の議会その

他の官公署へ出頭する場合 必要と認められる期間  
  ハ 法令の規定に基づく交通遮断又は隔離の場合及び非常災害又は交通機関等の事

故その他の不可抗力の原因により勤務しないことがやむを得ないと認められる場

合 必要と認められる期間  
  ニ 第一種有期雇用職員（週２８時間４５分未満の者を除く。）の忌引休暇 別表第

３に定める日数（葬儀のため遠隔地に赴く場合にあっては，往復に要する日数を加

えた日数）の範囲内の期間  
  ホ 第一種有期雇用職員（週２８時間４５分未満の者を除く。）の夏季休暇 ７月か

ら９月までの期間内において３日以内で必要と認められる期間  
２ 前項の年次有給休暇の取得単位，繰越し等については，就業規則に定める職員の例に

よる。  
３ 第一種有期雇用職員には，次に掲げる無給の休暇を与える。  
 一 業務上の災害による負傷又は疾病のため療養する必要があり，その勤務しないこと

がやむを得ないと認められる場合 その療養に必要と認められる期間  
 二 子の看護休暇  
  イ 中学校就学の始期に達するまでの子（配偶者の子を含む。以下同じ。）を養育す

る有期雇用職員が，その子に健康診断又は予防接種を受けさせる場合（小学校就学

の始期に達した子については，予防接種法（昭和２３年法律第６８号）に基づく予
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防接種を受けさせる場合に限る。）で，その子の介助のため勤務しないことが相当

であると認められるとき 必要と認められる期間  
  ロ 中学校就学の始期に達するまでの子を養育する有期雇用職員が，負傷し又は疾病

にかかったその子の看護のために勤務しないことが相当であると認められる場合  

１年度５日（その養育する中学校就学の始期に達するまでの子が２人以上の場合に

あっては，１０日）以内で必要と認められる期間  
 三 介護休暇  
  イ 要介護者の介護の場合 １年度５日以内（要介護者が２人以上の場合にあっては，

１０日以内）で必要と認められる期間  
  ロ 要介護者の通院の付添い，要介護者が介護サービスの提供を受けるために必要な

手続きの代行その他の要介護者の必要な世話の場合 １年度５日以内（要介護者が

２人以上の場合にあっては，１０日以内）で必要と認められる期間  
 四 その他就業規則に定める職員との均衡等を考慮し，勤務しないことがやむを得ない

と理事長が認める場合 必要やむを得ないと認められる期間  
４ 前項第２号及び第３号の休暇の取得単位は，１日又は１時間とする。  
 
 （育児休業及び介護休業）  
第１０条 第一種有期雇用職員の育児休業及び看護休業については，就業規則に定める職

員の例によることを原則とする。  
 
 （服務，分限及び懲戒）  
第１１条 第一種有期雇用職員の服務，分限及び懲戒については，法令及びこの規則に定

めるもののほか，就業規則に定める職員の例によることを原則とする。  
 
 （社会保険の適用）  
第１２条 第一種有期雇用職員に対する健康保険及び厚生年金保険の適用については，健

康保険法（大正１１年法律第７０号），厚生年金保険法（昭和２９年法律第１１５号）

及び介護保険法（平成９年法律第１２３号）並びにこれらの法律に基づく政令等の定め

るところによる。  
 
 （労働保険等の適用）  
第１３条 第一種有期雇用職員に対する労働保険の適用については，雇用保険法（昭和４

９年法律第１１６号）及びこの法律に基づく政令等の定めるところによる。  
２ 第一種有期雇用職員の業務上の災害又は通勤による災害に対する補償については，労

働者災害補償保険法（昭和２２年法律第５０号）及びこの法律に基づく政令等の定める

ところによる。  
 
   第３章 第二種有期雇用職員  
 
 （業務）  
第１４条 第二種有期雇用職員の業務は，次のとおりとする。  
 一 事務補助業務  
 二 受付・案内業務  
 三 入学試験補助業務  
 四 運転業務  
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 五 学内農場等業務補助  
 六 その他理事長が特に必要と認める業務  
 
 （採用等）  
第１５条 第二種有期雇用職員の採用については，第６条第１項及び第２項の規定を準用

する。この場合において，「第一種有期雇用職員」とあるのは「第二種有期雇用職員」

と読み替えるものとする。  
２ 第二種有期雇用職員の雇用期間は，従事する業務の必要に応じ，一会計年度ごとに６

月を限度として定め，必要に応じ更新は妨げない。ただし，連続する雇用期間は，３年

を限度とする。  
３ 前項ただし書きの規定にかかわらず，理事長が特に必要と認める場合には，連続する

雇用期間は，５年を限度とすることができる。  
 
 （賃金等）  
第１６条 第二種有期雇用職員の賃金は，業務の内容に応じて，時間又は日を単位として，

別に定める。  
２ 勤務を要する日に勤務しない場合は，勤務しない時間又は日に応じて賃金を減額して

計算する。  
３ 第二種有期雇用職員の賃金は，毎月の初日から末日までの期間ごとに計算し，翌月の

賃金規程に定める職員の賃金の支給日に支払うものとする。  
４ 第二種有期雇用職員には，第１項に定める賃金のほか，賃金規程に基づき職員に支給

される手当は支給しない。ただし，次条第３項に定める時間外勤務手当については，こ

の限りでない。  
５ 第二種有期雇用職員には，退職手当は支給しない。  
６ 第二種有期雇用職員（１週間の勤務日数が５日又は１週間の勤務時間数が２９時間以

上の者に限る。）のうち，次の各号に定めるものに対しては，毎月の初日から末日まで

の間に勤務した日数分の通勤手当相当の費用について，当該各号に定める額を支給する。 
 一 通勤のため交通機関又は有料道路（以下この項において「交通機関等」という。）

を利用して，その運賃又は料金（以下この項において「運賃等」という。）を負担す

ることを常例とする者 賃金規程第１９条第１項第１号に定める職員の例により算

出した１日当たりの通勤手当相当額により算出された額とし，１月当たりの総支給額

は，同号に規定する１月当たりの運賃相当額を限度とする。  
 二 通勤のため自動車その他の交通用具（以下「自動車等」という。）を使用すること

を常例とする者 賃金規程第１９条第１項第２号に規定する自動車等の通勤距離に

応じた月額を２１で除して得た額に相当する額を１日当たりの額とし，１月当たりの

総支給額は，同号に規定する自動車等の通勤距離に応じた月額を限度とする。  
 三 通勤のため交通機関等を利用してその運賃等を負担し，かつ，自動車等を使用する

ことを常例とする者 賃金規程第１９条第１項第３号に定める職員の例により算出

した１日当たりの通勤手当相当額により算出された額及び自動車等の通勤距離に応

じた月額の合計額を２１で除して得た額に相当する額を１日当たりの額とし，１月当

たりの総支給額は，同号に規定する１月当たりの運賃等相当額及び自動車等の通勤距

離に応じた月額の合計額を限度とする。  
７ 前項の費用弁償の算定に当たっては，欠勤又は第１８条に定める休暇により，勤務を

割り振られた日の勤務時間すべてにおいて勤務を行わない日は，勤務した日に算入しな

いものとし，１日当たりの額に１円未満の端数が生じたときは，これを切り捨てるもの
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とする。  
８ 第６項の通勤手当相当の費用弁償の支給単位は，毎月の初日から末日までの期間とし，

当該費用弁償は，翌月の賃金規程に定める職員の賃金の支給日に支払うものとする。  
９ 新たに採用された第二種有期雇用職員は，第６項の費用弁償を受けようとするときは，

速やかに理事長が別に定める通勤届を提出しなければならない。通勤届に係る通勤の状

況に変更がある場合も同様とする。  
１０ 第６項から前項までの規定に定めるもののほか，通勤手当相当の費用弁償について

は，賃金規程に定める職員の例による。  
１１ 第二種有期雇用職員には，原則として出張を命じないものとする。ただし，業務の

都合によりやむを得ず出張を命じた場合には，旅費規程に基づき，職務の級を１級とし

て計算した額の費用弁償を支給する。  
１２ 第１項，第６項及び前項の規定にかかわらず，受託事業等により雇用する第二種有

期雇用職員の賃金及び費用弁償については，当該事業の要綱その他の取扱いに準じて別

に定めることができる。  
 
 （勤務時間等）  
第１７条 第二種有期雇用職員の勤務時間は，１日７時間４５分以内で，かつ，１週３８

時間４５分以内とすることを原則とし，その割振りは理事長が行う。  
２ 第二種有期雇用職員には，時間外勤務は命じないものとする。ただし，運転業務に従

事する者については，業務上やむを得ない場合に限り，時間外勤務を命ずることができ

るものとする。この場合において，所定労働時間を超えた時間数に，賃金規程に定める

職員の例によって算出された１時間当たりの賃金単価を乗じて得た額の時間外勤務手

当を支給するものとする。  
３ 第二種有期雇用職員には，休日勤務は命じないものとする。ただし，業務上やむを得

ない場合に限り，休日に業務に従事する必要がある場合には，あらかじめ定められた勤

務時間等の割振りを変更することができる。この場合においては，事前に余裕をもって

当該職員に通知するものとする。  
４ １日の勤務時間が６時間を超える場合には，勤務時間中に最低４５分の休憩時間を置

くものとする。  
 
 （休暇）  
第１８条 第二種有期雇用職員には，次に掲げる年次有給休暇を与える。  
 一 １週間の勤務日が定められている第二種有期雇用職員又は週以外の期間で勤務日

が定められている第二種有期雇用職員が新たに雇用された場合 その雇用された期

間内において，別表第４に定める日数  
 二 前号に定める職員が，その雇用の日から６月以上継続して勤務し，当該６月間の勤

務を要することとされた日の８割以上勤務した場合 次の雇用期間に別表第４に定

める日数  
２ 前項に定めるもののほか，第二種有期雇用職員の休暇については，第９条（第１項第

１号及び第２号ホを除く。）の規定を準用する。この場合において，「第一種有期雇用職

員」とあるのは，「第二種有期雇用職員」と読み替えるものとする。  
 
 （育児休業等）  
第１９条 第二種有期雇用職員の育児休業，介護休業，服務，分限，懲戒，社会保険の適

用及び労働保険の適用については，第１０条から第１３条までの規定を準用する。この
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場合において，「第一種有期雇用職員」とあるのは，「第二種有期雇用職員」と読み替え

るものとする。  
 
 
   第４章 雑則  
 
 （委任）  
第２０条 この規則に定めるほか，有期雇用職員の就業に関して必要な事項は，理事長が

別に定める。  
 
   附 則（Ｈ２６．２．２６ 第７８回理事会）  
  （施行期日）  
 １ この規則は，平成２６年４月１日から施行する。  
  （雇用期間の始期の基準日）  
 ２ 第６条第３項並びに第１５条第２項及び第３項に規定する連続する雇用期間の始

期は，平成２５年４月１日を基準日とする。  
  （公立大学法人宮城大学非常勤職員等就業規則の廃止）  
 ３ 公立大学法人宮城大学非常勤職員等就業規則（平成２１年宮城大学規則第４号）は，

廃止する。  
 附 則（Ｈ２６．６．２５ 第８４回理事会）  
この規則は，平成２６年６月２５日から施行し，改正後の公立大学法人宮城大学有期

雇用職員就業規則の規定は，平成２６年４月１日から適用する。  
 附 則（Ｈ２６．１０ .２２ 第８９回理事会）  
この規則は，平成２６年１１月１日から施行する。  
 附 則（Ｈ２７．２．２７ 第９３回理事会）  
この規則は，平成２７年３月１日から施行する。  

附 則（Ｈ２８．１．２７ 第１０５回理事会）  
この規則は，平成２８年１月２７日から施行する。  
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別表第１（第９条関係）第一種有期雇用職員の年次有給休暇（初年）  
所定勤務日（時間）数  年次有給休暇の付与日数  
１週間の勤務日（時間）数  
（年間の勤務日数）  

雇用された月  

４

月  
５

月  
６

月  
７

月  
８

月  
９

月  
10
月  

11
月  

12
月  

１

月  
２

月  
３

月  

５日又は２９時間以上  
（217 日以上）  

１０  ５  ５  ４  ３  ２  １  

４日かつ２９時間未満  
（169 日～216 日）  

７  ４  ４  ３  ２  ２  １  

３日  
（121 日～168 日）  

５  ３  ３  ２  ２  １  １  

２日  
（73 日～120 日）  

３  ２  ２  ２  １  １  １  

１日  
（48 日～72 日）  

１  １  １  １  １  １  １  

備考 雇用期間のうち，勤務を要しない期間が１月以上ある職員については，年間の勤務数に

応じて付与日数を決定する。  
 
別表第２（第９条関係）第一種有期雇用職員の年次有給休暇（２年目以降）  

所定労働勤務日（時間）数  
（年間勤務日数）  

勤務  
年数  

１年  ２年  ３年  ４年  

５日又は２９時間以上  
（217 日以上）  

 
１１  １２  １４  １６  

４日かつ２９時間未満  
（169 日～216 日）  

 
８  ９  １０  １２  

３日  
（121 日～168 日）  

 
６  ６  ８  ９  

２日  
（73 日～120 日）  

 
４  ４  ５  ６  

１日  
（48 日～72 日）  

 
２  ２  ２  ３  

備考 雇用期間のうち，勤務を要しない期間が１月以上ある職員については，年間の勤務数に

応じて付与日数を決定する。  
 
別表第３（第９条関係）第一種有期雇用職員の忌引休暇  

配偶者  ７  
子，父母  ５  
実兄弟姉妹，配偶者の父母  ２  
同居している祖父母  １  

備考 喪主の場合は，上記に１日を追加する。  
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別表第４（第１８条関係）第二種有期雇用職員の年次有給休暇  
 

所定労働勤務日（時間）数  
（年間勤務日数）  

勤

務

月

数  

１年  ２年  ３年  ４年  ５年  

６
か
月 

１
年 

１
年
６
か
月 

２
年 

２
年
６
か
月 

２
年 

３
年
６
か
月 

４
年 

４
年
６
か
月 

５
年 

５日又は２９時間以上  
（217 日以上）  

 
５  ５  ５  ６  ６  ６  ７  ７  ８  ８  

４日かつ２９時間未満  
（169 日～216 日）  

 
３  ４  ４  ４  ４  ５  ５  ５  ６  ６  

３日  
（121 日～168 日）  

 
２  ３  ３  ３  ３  ３  ４  ４  ４  ５  

２日  
（73 日～120 日）  

 
１  ２  ２  ２  ２  ２  ２  ３  ３  ３  

１日  
（48 日～72 日）  

 
０  １  １  １  １  １  １  １  １  ２  

備考 雇用期間のうち，勤務を要しない期間が１月以上ある職員については，年間の勤務数に     

応じて付与日数を決定する。  
また，雇用期間が６か月に満たない場合は，所定労働日（時間）数に応じた年次有給休

暇日数に６か月に相当する勤務月数に相当する割合を乗じて得た日数とする。（１日に満

たない端数については，四捨五入とする。）  


